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（６）第２弾_食事券の発行、販売、利用

■発行・販売

第１弾食事券と同様に実施。
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■販売実績

期間：令和 3年 7月 10日～9月 29日  ※販売停止期間：8 月 3 日～9 月 21 日

会場 販売冊数（冊） 

NIC 新潟日報販売店 206,714 

新潟日報メディアシップ 25,922 

新潟日報長岡支社 14,936 

新潟日報カルチャースクール上越教室 2,428 

計 250,000 

■利用

食事券第 1弾と同様
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（７）第２弾_飲食店からの食事券回収と、

その後の飲食店への代金振込
第 1弾食事券と同様に実施。 

振込回 11回目からは、食事券第 1弾と第 2弾とを混合して換金申込可能とした。 

販売額面金額 振込金額 差額 換金率 

第 1 弾 9,375,000,000 9,343,020,500 31,979,500 99.66% 

第 2 弾 3,000,000,000 2,979,465,500 20,534,500 99.32% 

合計 12,375,000,000 12,322,486,000 52,514,000 99.58% 

振込件数は合計で 55,055件となった。 

振込月 振込件数 第1弾食事券分(円) 第2弾食事券分(円) 合計(円)

2020年11月 2,569 715,897,000 0 715,897,000

2020年12月 4,019 1,686,400,500 0 1,686,400,500

2021年1月 5,485 1,889,958,000 0 1,889,958,000

2021年2月 4,933 1,294,541,000 0 1,294,541,000

2021年3月 4,156 755,464,500 0 755,464,500

2021年4月 4,753 1,107,404,500 0 1,107,404,500

2021年5月 3,938 737,200,500 0 737,200,500

2021年6月 3,185 453,539,500 0 453,539,500

2021年7月 3,039 330,915,500 6,900,500 337,816,000

2021年8月 5,212 188,079,500 746,987,500 935,067,000

2021年9月 4,178 71,663,500 764,945,500 836,609,000

2021年10月 4,202 43,113,000 667,991,500 711,104,500

2021年11月 4,964 61,553,000 728,312,000 789,865,000

2021年12月 422 7,290,500 64,328,500 71,619,000

合計 55,055 9,343,020,500 2,979,465,500 12,322,486,000

＊参考資料：ウ［資金管理方法］、エ［振込事務手順］ 
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（８）実績確認監査等事業者への報告  

仕様書に記載の内容に従い実施。下記の通り毎月データを格納。すべて EY 社との確認済。 

 

報告期間 報告月 報告ファイル名（最終データ）

令和2年9月24日

　～9月30日
令和２年10月

食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20201030_003

令和2年10月 令和２年11月
食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20201130_008

令和2年11月 令和２年12月
食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20201223_020

令和2年12月 令和3年1月
食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20210129_011

令和3年1月 令和3年2月
食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20210226_009

令和3年2月 令和3年3月
食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20210331_005

令和3年3月 令和3年4月
食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20210430_005

令和3年4月 令和3年5月
食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20210531_005

令和3年5月 令和3年6月
食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20210630_003

令和3年6月 令和3年7月
食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20210730_005

令和3年7月 令和3年8月
食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20210831_007

令和3年8月 令和3年9月
食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20210930_005

令和3年9月 令和3年10月
食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20211029_004

令和3年10月 令和3年11月
食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20211130_004

令和3年11月1日

　～12月13日
令和3年12月

食事券発行事業者様用実績報告ファイル_新潟県Go To Eatキャンペーン

食事券共同事業体_20211224_002  

 

（９）相談窓口・申請案内事業者との連携 

仕様書に記載の内容に従い下記の通り実施。 

・相談窓口・申請案内事業者より提供いただいた Q＆AをWebサイトに掲載するとともに、

コールセンターのマニュアルに反映。 

・求めに応じてデザインデータや取扱店データを提供。 

・共同事業体にて判断しかねる事案が発生した際に、適宜問い合わせを実施。 



17 

 

（１０）飲食店の取扱店登録促進、受付 

■取扱店登録促進 

【各種広告媒体・ツール活用】 

▼新潟日報朝刊へ広告掲載 

(令和２年 9 月 23 日：事業周知と取扱店登録申込方法を伝える内容) 

   

 

【新潟県内の商工会議所や商工会、経済団体との連携】 

当事業の協力組織である新潟県内の商工会議所や商工会、経済団体へ、各加盟店への情

報発信を依頼し、周知ツール兼取扱い登録申込書を配布ならびにメール等で会員への情報

発信を依頼。事業変更が行われた際にも、情報発信強化のために会員への通達を依頼した。 

 

【共同事業体各社がもつ地域のつながりを活用】 

共同事業体を構成する 3 社それぞれがもつ地域のつながりを活用し、顧客や関連企業・

組織へ向けて当事業の周知をはかり取扱店登録を促した。 
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【ツール】 

後述する取扱店募集チラシ兼申込書を作成し、県内の商工会議所や商工会、新潟県中小

企業団体中央会の会員や県内自治体など 158か所へ配布。 

県内の飲食店へ情報がいきわたるよう各所にて活用いただいた。 

■取扱店登録受付

【飲食店による申し込み方法】 

新潟県内の飲食業界のデジタルリテラシー状況を鑑みて、申込書にて FAXまたは郵送で

受け付ける方法とした。 

食事券取扱店登録条件を定め、申込書内にはその登録条件すべてを満たしていることと取

扱店の責務等について厳守しガイドラインに基づき新型コロナウイルス感染症対策に取り

組むことに同意する場合のチェック欄を設けた。 

振込口座情報に不備がある場合、組み戻し金や不要な業務が発生することから、振込口座

情報の確認書類として通帳またはキャッシュカードのコピーの添付を必須とした。 

▼取扱店募集チラシ兼申込書_申込書ページ
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▼取扱店募集チラシ兼申込書_登録条件ページ 

 

 

 

 

【申込受付～承認】 

同意チェック欄を含む必須項目欄の記入もれがないか、通帳やキャッシュカードと申込

書への記入情報の照合を実施。さらに、店舗名やジャンル選択内容から、登録条件に反し

てないかどうかの確認を実施し、当事業の仕様に沿った取扱店登録を実現できるよう努め

た。 

 

申込受付～データ入力～承認のフローは下記の通り。 
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飲食店の申出による登録店解除や登録情報の変更については、登録受付期間に限らず下記

の通り随時対応した。 

 

 

 

【実績】 

登録受付期間は令和 2 年 9 月 18 日～令和 3 年 9 月末日。登録申請は 5,890 件、このうち

非承認件数は 789件(その後に再登録した店舗含む)、登録後に店舗都合による解約が 158件、

最終時点での取扱店舗数は 4,947件であった。 
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（１１）広報

タイミングにより異なる訴求内容にあわせて広告媒体やデザインを変え効果的な広報活

動に努めた。いずれもメインビジュアルを活用し統一イメージの浸透を図った。 

※以下に示したものは一例。詳細はリスト参照。

■チラシ

新潟県内に新聞折り込みし、大々的に事業周知をはかった。 

事業概要と、食事券販売窓口の情報を掲載。 

■新聞広告

新潟県内購読数トップの「新潟日報」で広報展開。 

初期は事業周知のためインパクト重視の内容とし、その後は事業変更内容を丁寧に伝える

ものや販売・利用期限を伝えるもの、感染症拡大防止を呼び掛けるものなど、時々の必要

に応じて柔軟に訴求内容を定め掲載した。 




